
令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 02281 横川長安寮老人ホーム運営事業事務事業名番号 担当課 横川長安寮
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 田中　和久
施策名 003 住み慣れた地域で暮らし続けるための地域包括ケアの推進 グループ 管理グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 高齢者の居住の安定の確保 内線番号 72-0146 (直通)
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 養護老人ホーム費  根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　老人福祉法や社会福祉法に規定されている老人福祉施設である横川長安寮は、市が設置・運営を行っている養護老人ホームで、昭和３１年６月
に横川町立養老院(定員30人)として開設され、昭和５７年２月に現在地横川町中ノ４７５２番地３へ移転新築(定員60人)された。入所されている
方は、６５歳以上の方で、環境上の理由及び経済的理由により、居宅で生活が困難な高齢者を行政責任において措置している。入所者に対しては
、心身の健康の保持及び生活の安定のため、日常生活では、介護、食事、健康管理、生活相談を行い、また、生きがいを感じながら楽しく生活が
できるように、さまざまな行事やイベント、クラブ活動等も実施している。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

入所者数（施設サービスを提供した人数） 人ア 20 30 22 30 0
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

横川長安寮の入所者 入所者数 人ア 20 30 22 30 30
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

快適で明るい生活を送る。 施設の管理運営に対する苦情件数件ア 0 0 0 0 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢者が可能な限り、望む場所（自宅や施設など）で生活できる環境づくりを進めるとともに、地域のニーズに応じた有料老人ホームやサービ
ス付き高齢者向け住宅等の適切な供給により、住み慣れた地域で「住み替え」が促進される環境を確保します。
　また、それ以外の施設についても適切に施設が確保されるよう、計画的な施設整備の調整等を行います。
　さらに、市立の養護老人ホームについては、入所者の福祉の向上を目的とした民営化を進めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　入所者が園での生活を楽しく快適に過ごし、生きがいを見出せるよう

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0に各種のサービスや行事等を工夫するなどして、職員一同努力するとと
もに、一人一人に合った介助を行う。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0　また、『霧島市保健福祉施設民営化実施計画』に基づき、民営化が決
定した場合は、移行に支障をきたさないように事業を進めていく。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 20,416 20,552 28,101 27,959 0
一 般 財 源 千円 33,157 38,196 24,537 35,983 63,866

事業費 千円 53,573 58,748 52,638 63,942 63,866

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【入所者の生活面での介助】 【入所者の生活面での介助】
洗濯、入浴、看護、食事の提供、栄養管理、生活指導、健康管理、投薬 入所者が健康で安心して毎日生活できるように、入浴の介助や生活指導
管理、処遇計画、預金管理、各種保険料の納付などの介助を行った。 、健康管理を行う等、職員一人ひとりが入所者をサポートし、充実した
【介護保険制度の活用】 園生活を送る事が出来た。
介護保険の認定を受けている方で、本人の希望があれば介護サービス事 【介護保険制度の活用】
業者と協議し、通所介護サービス等の利用を行った。 介護保険の認定を受けてる方で希望があれば介護サービス事業者と協議
【行事等の開催】 し、通所介護サービス等を利用しADLの維持や向上、生きがいのある園
誕生会、花見、慰安旅行、七夕、夏祭り、敬老会、ソーメン流し、スカ 生活を支援できた。
ットボール大会、社会見学など季節の行事、園外研修活動も実施した。 【行事等の開催】
【入所者の居室等の改善】 各種行事を開催し、季節感を大切にした。また、一日旅行や夏祭り・社
入所者のADLや入所者同士の関係に配慮しながら部屋替等を行った。 会見学等の各種行事の開催により生きがいの持てる園生活を支援できた

。
【入所者の居室等の改善】
部屋替等を行うことにより、本人のADLに合った部屋の配置や入所者間
の人間関係の修復・改善を行った。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務02281 横川長安寮老人ホーム運営事業
番号 事業名 担当課 横川長安寮

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ ■結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ ■向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ □削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ ■削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　老人福祉法のなかで、居宅での養護が困難な場合は、市が入所措置

ＢＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
をしなければならないと規定されており、必要な施設ではあるが、平
成17年度の国の三位一体改革で入所費用が市町村の一般財源により負

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 担する形となったことや、設置・運営については市だけでなく社会福
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 祉法人も可能なことから、必ずしも市で運営する必要はない。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　入所者が園での生活を楽しく快適に過ごし、生きがいを見出せるように各種のサービスや行事等を工夫する
などして、職員一同努力するとともに、ひとりひとりに合った介助を行う。
　また、『霧島市保健福祉施設民営化実施計画』に基づき、民営化が決定した場合は、移行に支障をきたさな
いように事業を進めていく。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　新たな入所者の受け入れを行いながら、各種行事やレクリエーションなどを通じて、入所者との対話の機会
を増やす。
　また、介護保険の認定者には、本人の希望を聞きながら介護サービスの提供を受けられないか関係機関と連
携調整を積極的に行う。（３）令和 3年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務02281 横川長安寮老人ホーム運営事業
番号 事業名 担当課 横川長安寮

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                719              7,538              7,538
０２ 給 料                  0             17,695             17,695
０３ 職 員 手 当 等                  0              7,679              7,679
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金             26,246                  0                  0
０８ 報 償 費                 10                 10                 10
０９ 旅 費                  0                173                173
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費             13,678             16,894             16,894

消 耗 品 費              1,701              1,542              1,542
燃 料 費                360                296                296
食 糧 費                277                210                210
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費              4,174              4,222              4,222
修 繕 料                305                440                440
賄 材 料 費              6,861             10,184             10,184
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                411                570                570
通 信 運 搬 費                215                215                215
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                139                246                246
保 険 料                 57                109                109

１３ 委 託 料              9,131             10,391             10,391
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                189                200                200
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                 99                200                200
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                155                157                157
２０ 扶 助 費              2,000              2,359              2,359
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                 76                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            52,638             63,942             63,866計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他             28,101             27,959                  0

一 般 財 源             24,537             35,983             63,866
計             52,638             63,942             63,866

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      58,748
その他 電話使用料補正予算            1           0
その他 社会福祉費負担金       28,100           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      58,748

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       28,101
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